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為替特約付円預金（トリプルゾーン） 商品概要説明書 
（この書面は、法令等の規定に基づく契約締結前交付書面と同一の内容です。） 

この書面を十分にお読みください。 

 

 「為替特約付円預金（トリプルゾーン）」とは、円貨で作成した定期預金の運用に
「特約」が付与されている商品です。「特約」の判定日（満期日の 2 営業日前）の東
京時間午後 3 時時点の市場実勢為替相場によって、満期時にお受取りになる元
金の通貨（円貨または外貨）およびお受取額が決定します。 

 本商品には為替変動リスクがあります。外貨でお受取りになった場合、為替相場の
変動により、お受取りの外貨元金を円貨換算すると、当初円預金作成時の払込円
貨額を下回る（円貨ベースで元本割れとなる）リスクがあります。 

 なお、お申込みの撤回および期日前解約はできません。万が一、当行がやむを得な
いものと認めてお申込みの撤回または期日前解約に応じる場合には、損害金をお支
払いいただく場合があり、この場合、解約元利金から損害金を差し引いた金額が当
初お預入れの元本金額を大きく下回る（元本割れになる）可能性があります。 

 金利・各種レート等の預入条件は市場動向等により決定します。また、市場動向に
よってはお取扱いできない場合もあります。 
 

 本商品のメリット・デメリット（概要）について 
［メリット］ 
 元金を円貨でお受取りとなる場合、円貨ベースで高利回りが得られます。 
 元金を外貨でお受取りになった場合でも、円転レートによっては為替差益を受け

られる場合があります。 
［デメリット］ 

 元金を外貨でお受取りとなる場合、円転レートによっては為替差損が発生し元
本割れのリスクがあります。 

 為替変動リスクと元本欠損リスクについて 
本商品には為替変動リスクがあります。本商品は、円貨でお預入れいただきます
が、この預金の払戻通貨が外貨に確定した場合、満期日における為替相場がお
預入時に決定した行使レートよりも円高に推移していたときには、お受取りの外貨
元金の円貨換算額が当初の払込円貨額を下回る（円貨ベースで元本割れとな
る）リスクがあります。また、本商品には、世界中で生じる政治・経済的な要因のほ
か、さまざまな要因による為替変動リスクがあります。 

 手数料（概要）について 
外貨償還となった場合で、外貨を円貨にする際（引出時）は手数料(1 米ドルあた
り 1円、1ユーロあたり 1円 50銭、1オーストラリアドルあたり 2円)がかかります。（お
引出しの際は、手数料分を含んだ為替相場である当行所定の TTB レート（外貨
から円貨に交換するときの適用レート）を適用します。） 

〔商号・住所〕 株式会社 十六銀行  岐阜県岐阜市神田町 8丁目 26 番地 

ソリューション営業部 ソリューショングループ 058-265-2111（代表） 
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〔商品の概要〕 

商品名 為替特約付円定期預金（トリプルゾーン） 

あらかじめ決められた預入条件で預け入れる【定型】と、別に定める最低預入金額以上であれば
お客さまのご希望に沿った預入条件をオーダーメイドできる【個別】の 2 種類があります。 

商品の仕組み 

（「特約」の内容） 

  

①満期日 2 営業日前（以下、判定日）の東京時間午後 3 時時点の市場実勢為替相場が、
お預入時に決定した判定レートの水準よりも円安の場合、満期日に、お預入時の元本と、
約定金利で計算された税引後預金利息を、お申込時にご指定いただく円預金口座に入金
します。 

②判定日の東京時間午後 3 時時点の市場実勢為替相場が、お預入時に決定した判定レー
トと同一、または円高の場合、満期日に円預金元金は行使レートで外貨に交換のうえ、お
申込時にご指定いただく外貨預金口座に入金します。約定金利で計算された税引後預金
利息はお申込時にご指定いただく円預金口座に入金します。 

③判定レート、行使レートを含め、利率等の条件は、お預入時点で決定されます。 

 

・ なお、本商品はお申込みの撤回および期日前解約はできません。 
万が一、当行がやむを得ないものと認めてお申込みの撤回または期日前解約に応じる場合に
は、損害金をお支払いいただく場合があり、この場合、解約元利金から損害金を差し引いた金
額が当初お預入の元本金額を大きく下回る（元本割れになる）可能性があります。 

 
※本項目の内容を「特約」といいます。 

預金保険 ・本商品は預金保険の対象であり、当行に預金保険法の定める保険事故が生じた場合には、当

行にお預入いただいている他の預金保険の対象となる預金等と合算して、元本 1,000 万円までと

保険事故発生日までの利息が保護されます。ただし、保険事故発生日に満期日が到来していな

いときは、判定日に遡って「特約」が消滅し、本商品の利息等については、お預入時における通常

の円定期預金（本預金と同一の期間および金額）の店頭表示金利までが預金保険の対象となり

ます。 

・保険事故発生時に満期日が到来していた場合で、満期日に元本を外貨へ交換する場合は、
元本は外貨預金口座に入金されますので、預金保険の対象となりません。約定金利で計算され
た税引後預金利息はお申込時にご指定いただく円預金口座に入金されます。この場合、当行に
預入れいただいている他の預金保険の対象となる預金等と合算して、元本 1,000 万円までと保
険事故発生日までの利息が保護されます。 

・保険事故発生時に満期日が到来していた場合で、満期日に通貨交換が発生しない場合は、
日本円での元利合計額をお申込時にご指定いただく円預金口座に入金されます。この場合、当
行に預入れいただいている他の預金保険の対象となる預金等と合算して、元本1,000 万円まで
と保険事故発生日までの利息が保護されます。 

販売対象 個人および法人のお客さま（未成年者の方、非居住者の方はご利用いただけません） 

期間 【定型】 1 ヶ月、3 ヶ月、6 ヶ月、1 年   

【個別】 1 ヶ月以上 1 年以内 （左記期間内の銀行営業日に期日指定可能） 

（応当日が休日の場合は、翌営業日が満期日となります。） 

満期日に自動継続はされません。あらかじめご指定いただく、ご本人さま名義の指定口座（円貨ま
たは外貨）に、自動入金します。 

預入 預入方法 一括預入 

預入通貨 円 

 最低預入額 【定型】500 万円   【個別】5,000 万円 

 預入単位 1 円 

 外貨償還時
の払戻通貨 

米ドル・ユーロ・オーストラリアドルのいずれかをお申込時に選択いただきます。 

払戻方法 特約の判定結果により、お申込時にご指定いただく円貨または外貨の預金口座へ満期日に自動
的に解約して入金します。 

利息 

（１） 適用利率 

（２） 利払方法 

（３） 計算方法 

・ お預入時の金利を、約定金利として満期日まで適用します。 

・ 満期日以降は、ご指定口座の当行所定の預金利率が適用されます。 

・ 満期日に円貨にて一括してお支払いします。 

・ 付利単位を 1 円単位とし、1 年を 365 日とする日割計算（円未満切捨）。 
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税金 （個人のお客さま） 

・ お利息の 20.315％（国税 15.315％、地方税 5％）が源泉分離課税されます。 

※平成 25 年 1 月 1 日以降、復興特別所得税が課され、20.315％（国税 15.315%、地方税 5％）が適

用されています。 

（法人のお客さま） 

・ 総合課税（但し、非課税法人のお客さまについては、非課税となります。） 

 個人のお客
さまに関する
税金につい
ての補足 

お預入期間中の税務処理につきましては、上記のとおり、源泉分離課税により終了します。 

・ 満期日に元金を外貨でお受取りとなった場合で、満期日以降に円転した場合の為替差益は、
通常の外貨預金同様、雑所得として確定申告*が必要です。為替差損は、他の黒字の雑所
得から控除できます。他の所得との損益通算はできません。 

・ マル優の適用は受けられません。 

* 年収 2,000 万円以下の給与所得者の方で、為替差益を含めた給与以外の所得が年間
20 万円以下であれば、確定申告は不要です（なお、給与を複数の会社から得ていないこと
が条件となります）。 

※ 詳しくはお客さまご自身で公認会計士・税理士等にご相談くださいますようお願い申しあげま
す。 

手数料および 

適用相場 

・ お預入・お引出方法や通貨により手数料等が異なるため、手数料等の合計額や計算方法を
あらかじめお示しすることはできません。 

・ 実際に適用される手数料や適用相場については窓口にお問い合わせください。 

・ 詳しくは｢為替特約付円預金のお引出しに関わる手数料および適用相場｣をご覧ください。 

付加できる特約事項 特にございません。 

為替変動リスク等 ・ 円貨でお預入れいただき、円貨でお受取りのケース 

為替リスクはありません。 

・ 円貨でお預入れいただき、外貨でお受取りのケース 

為替相場の変動により満期時に行使レートより円高に推移していた場合、為替差損が生じ、
最終的なお受取円貨額がお預入時の払込円貨額を下回るリスク（為替変動リスク）があり、元
本割れとなる可能性があります。満期日以降に円転されても為替相場によっては、お預入時の
払込円貨額を下回る可能性があります。 

※外貨でお受取後、円貨にする際は手数料（１米ドルあたり１円、１ユーロあたり１円５０銭、1

オーストラリアドルあたり 2 円）がかかります。 

期日前解約の 

お取扱い 

・ お申込みの撤回および期日前解約はできません｡ 
・ ただし、当行がやむを得ないものと認めてこの預金を満期日前に解約する場合には､その利息
は、預入日から解約日の前日までの日数（以下｢預入日数｣といいます）について預入日数に応
じて下記ア・イどちらかの期日前解約利率により計算したお利息とともに払い出します。 

ア． 預入日数が 6 ヵ月未満の場合 

解約日における普通預金利率 

イ． 預入日数が 6 ヵ月以上 1 年未満の場合 

預入日における店頭表示の自由金利型定期預金の｢6 ヵ月利率｣×70％ 

・ さらに以下の考え方により求めた金額を上限とした損害金をお支払いいただく場合があり、その
結果、解約元利金から損害金を差し引いた金額が当初お預入れの元本金額を大きく下回る
（元本割れになる）リスクを有します。 

［損害金の考え方］ 
・ 損害金は、この預金の期日前解約（および約定の変更）がなかったならば存続したであろう残存
期間について、当行が代替の取引を締結するか、また締結したと仮定した場合に必要となる一
切の費用および損害（当行がこの預金に関してインターバンク市場等で行ったヘッジ取引等にか
かるものを含みます）を指し、この損害金が「再構築に伴うコスト」となります。 

「再構築に伴うコスト」：下記の合計によって求められる値です。 

・ この預金に内包される通貨オプションの期日前解約時点の価値 

・ この預金の適用利率と期日前解約時点の残存期間に対応する市場金利との差 

[損害金の算出イメージ] ※あくまでも一定の条件に基づく参考値です。 

・ 本商品は通貨オプションが内包（お客さまの通貨オプションのご売却）された預金です。 
為替相場等の変動により、通貨オプションの価値は以下のように変動します。なお、本事例で
は、期日前解約の対象となる預金の適用利率と期日前解約時点の残存期間に対応する市
場金利は約定時点から変動していないものとしています。 

・ 損害金額は市場環境によって異なります。実際に期日前解約するまでは損害金額は確定しま
せんが、考え方としては以下のとおり、各要素の影響を受けます。 

① 残存期間（期日前解約日から満期日までの期間）：残存期間が長くなるほど、損害
金額が大きくなります。 

② 元本金額（預入金額）：元本金額が大きいほど、損害金額が大きくなります。 
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③ 為替相場（期日前解約時点の外国為替相場）：為替相場が円高になるほど、損害
金額が大きくなります。 

・ 実際に本商品を期日前解約する場合には、以下のシミュレーションを上回る損害金が発生する
可能性があります。 

 

☆ シミュレーションの前提条件（2024年 2月 20日現在の水準です） 

各シナリオにおけるシミュレーションの幅は、弊行において過去のデータを参考に毎月決定してい
ます。 

 為替：対象となる商品の最長取扱期間における平均値と、最長取扱期間における最も円
高（円安）になった水準との差 

 金利：対象となる商品の最長取扱期間における平均値と、最長取扱期間における最も金
利が上昇（下落）した水準の差 

 ボラティリティ：対象となる商品の最長取扱期間における平均値と、最長取扱期間のボラテ
ィリティの最も高いボラティリティとの差 

最長取扱期間および観測期間：先月から過去 1 年間（一律）のデータを使用 

 

Ⅰ．特約成立時の払戻通貨：米ドルの場合 

   前提となる実勢相場 150.38 円/米ドル  

①約定直後に、実勢相場が円高に振れた場合の通貨オプションの評価損益の増減 

（金額 500 万円あたり、単位：円） 

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年

6 円円高 △ 165,779 △ 142,890 △ 138,592 △ 138,524

10 円円高 △ 297,419 △ 267,109 △ 254,945 △ 248,717

14 円円高 △ 429,849 △ 398,499 △ 381,450 △ 368,629
 

②約定直後に、金利差が拡大した場合の通貨オプションの評価損益の増減 

（金額 500 万円あたり、単位：円） 

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年

0.4% 拡大 △ 1,705 △ 2,027 △ 5,587 △ 12,174

0.7% 拡大 △ 2,410 △ 4,002 △ 9,871 △ 21,541

1.0% 拡大 △ 3,121 △ 6,006 △ 14,234 △ 31,105
 

③約定直後に、ボラティリティが上昇した場合の通貨オプションの評価損益の増減 

（金額 500 万円あたり、単位：円） 

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年

0.8% 上昇 △ 5,122 △ 8,362 △ 13,334 △ 19,095

1.4% 上昇 △ 8,391 △ 14,960 △ 23,221 △ 33,382

2.0% 上昇 △ 11,665 △ 21,486 △ 33,011 △ 47,602
 

④弊行の事務手数料等の影響 

【事務手数料の目安】：元金金額 ÷ 行使レート（円）×1 円 

 

例）①・②・③・④において、実勢相場が 14 円円高、金利差が 1.0%拡大、ボラティリティが 2.0%

上昇が同時に起こった場合の通貨オプションの評価損益の増減 

（金額 500 万円あたり、単位：円） 

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年

実勢相場 △ 429,849 △ 398,499 △ 381,450 △ 368,629

金利差 △ 3,121 △ 6,006 △ 14,234 △ 31,105

ボラティリティ △ 11,665 △ 21,486 △ 33,011 △ 47,602

事務手数料 △ 33,255 △ 33,715 △ 34,141 △ 34,855

合計 △ 477,890 △ 459,706 △ 462,836 △ 482,191
 

解約元利金から損害金（評価損益と事務手数料の合計）を差し引いた金額が清算金額
になります。 
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Ⅱ．特約成立時の払戻通貨：ユーロの場合 

   前提となる実勢相場 161.91 円/ユーロ 

①約定直後に、実勢相場が円高に振れた場合の通貨オプションの評価損益の増減 

（金額 500 万円あたり、単位：円） 

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年

6 円円高 △ 153,357 △ 128,740 △ 120,424 △ 114,912

11 円円高 △ 306,533 △ 272,430 △ 251,984 △ 234,124

16 円円高 △ 460,451 △ 425,509 △ 398,799 △ 369,045
 

②約定直後に、金利差が拡大した場合の通貨オプションの評価損益の増減 

（金額 500 万円あたり、単位：円） 

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年

0.4% 拡大 △ 1,624 △ 1,998 △ 5,173 △ 10,757

0.7% 拡大 △ 2,317 △ 3,910 △ 9,149 △ 19,066

1.0% 拡大 △ 3,015 △ 5,853 △ 13,206 △ 27,579
 

③約定直後に、ボラティリティが上昇した場合の通貨オプションの評価損益の増減 

（金額 500 万円あたり、単位：円） 

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年

1.0% 上昇 △ 6,172 △ 10,174 △ 16,206 △ 23,243

2.0% 上昇 △ 11,647 △ 20,672 △ 32,085 △ 46,077

3.0% 上昇 △ 17,129 △ 31,029 △ 47,693 △ 68,549
 

④弊行の事務手数料等の影響 

【事務手数料の目安】：元金金額 ÷ 行使レート（円）×1.5 円 

 

例）①・②・③・④において、実勢相場が 16 円円高、金利差が 1.0%拡大、ボラティリティが 3.0%

上昇が同時に起こった場合の通貨オプションの評価損益の増減 

（金額 500 万円あたり、単位：円） 

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年

実勢相場 △ 460,451 △ 425,509 △ 398,799 △ 369,045

金利差 △ 3,015 △ 5,853 △ 13,206 △ 27,579

ボラティリティ △ 17,129 △ 31,029 △ 47,693 △ 68,549

事務手数料 △ 46,325 △ 46,802 △ 47,288 △ 47,922

合計 △ 526,920 △ 509,193 △ 506,986 △ 513,095
 

解約元利金から損害金（評価損益と事務手数料の合計）を差し引いた金額が清算金額にな
ります。 

 

Ⅲ．特約成立時の払戻通貨：豪ドルの場合 

   前提となる実勢相場 98.17 円/豪ドル  

①約定直後に、実勢相場が円高に振れた場合の通貨オプションの評価損益の増減 

（金額 500 万円あたり、単位：円） 

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年

3 円円高 △ 117,939 △ 100,272 △ 94,968 △ 93,149

6 円円高 △ 267,983 △ 235,868 △ 217,447 △ 206,036

9 円円高 △ 420,553 △ 385,411 △ 357,675 △ 334,544
 

②約定直後に、金利差が拡大した場合の通貨オプションの評価損益の増減 

（金額 500 万円あたり、単位：円） 

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年

0.4% 拡大 △ 1,633 △ 1,971 △ 5,212 △ 10,977

0.7% 拡大 △ 2,284 △ 3,889 △ 9,208 △ 19,427

1.0% 拡大 △ 2,942 △ 5,835 △ 13,276 △ 28,061
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③約定直後に、ボラティリティが上昇した場合の通貨オプションの評価損益の増減 

（金額 500 万円あたり、単位：円） 

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年

1.0% 上昇 △ 6,399 △ 10,141 △ 16,163 △ 23,691

2.0% 上昇 △ 12,004 △ 20,655 △ 32,037 △ 47,020

3.0% 上昇 △ 17,593 △ 31,035 △ 47,664 △ 70,003
 

④弊行の事務手数料等の影響 

【事務手数料の目安】：元金金額 ÷ 行使レート（円）×2 円 

 

例）①・②・③・④において、実勢相場が 9 円円高、金利差が 1.0%拡大、ボラティリティが 3.0%

上昇が同時に起こった場合の通貨オプションの評価損の増減 

（金額 500 万円あたり、単位：円） 

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年

実勢相場 △ 420,553 △ 385,411 △ 357,675 △ 334,544

金利差 △ 2,942 △ 5,835 △ 13,276 △ 28,061

ボラティリティ △ 17,593 △ 31,035 △ 47,664 △ 70,003

事務手数料 △ 102,092 △ 102,986 △ 104,220 △ 106,212

合計 △ 543,180 △ 525,267 △ 522,835 △ 538,820
 

解約元利金から損害金（評価損益と事務手数料の合計）を差し引いた金額が清算金額にな
ります。 

クーリング・オフ適用の 
有無 

当該契約については、クーリング・オフ規定の適用はありません。 

その他参考となる事項 ・ 本取引の成約に際しましては、お取引の内容を十分にご検討のうえ、お客さまご自身の責任と
判断に基づいて当行あてお申出ください。 

・ お預入れ、お引出しはお取引店でのみお取扱いします。 
・ 一部店舗ではお取扱いできないケースがございますので、事前にご相談ください。 
・ 受付可能時間は、原則として銀行営業日の以下の時間となります。また、為替相場が急激に

変動した場合には、お取扱いできない場合があります。 
【お取扱可能時間】米ドル・ユーロ・オーストラリアドル：10 時30 分～15 時00 分 

・ お申込みの際には、円預金（普通預金または当座預金）およびご指定の通貨の外貨普通預
金口座を開設いただいていることが必要です。 

・ 預入条件および利率は、為替相場・市場金利等により変動します。お申込みの際は、申込日
の預入条件・利率を窓口にておたずねください。 

・ 満期時に外貨でお受取りの場合、本商品での継続（再預入）はできません。 
・ 本商品に対して、先物為替予約等を締結することはできません。 
・ 本商品の申込みの有無が、現在または将来の融資その他の取引に不利な影響を与えることは

ございません。 
＜経理処理について＞ 

本取引に関わるお客さまの経理処理の妥当性については、当行は責任ある判断ができる立場に
ございませんので、あらかじめお客さまの公認会計士・監査法人・税理士等とご相談のうえ、ご判
断くださいますようお願い申しあげます。 

当行が契約している指
定紛争解決機関 

一般社団法人全国銀行協会 
連絡先 全国銀行協会相談室 
電話番号 0570-017109 または 03-5252-3772 

〔お問い合わせ先〕 

 

記載内容をご確認のうえ、ご不明な点がございましたら、誠に恐れ入りますが、お取引店（店頭、通
帳・証書記載の電話番号）または、弊行ソリューション営業部ソリューショングループ 

(058-265-2111) までお問い合わせください。 
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〔為替特約付円預金のお引出しに関わる手数料および適用相場〕 

 お引出方法 手数料・金利等 

お
引
出
し 

円の現金でのお引出し 

円預金へのお振替え 

【円償還となりご指定の円預金口座からお引出しの場合】 

手数料はかかりません。 

【外貨償還となりご指定の外貨預金口座からお引出しの場合】 

外貨を円にする際（引出時）には、手数料を含んだ為替相場であるＴＴＢレートを適

用します。 

ＴＴＢレートは、ＴＴＭレート（当行公示仲値）から為替手数料（1米ドルあたり 1円、1

ユーロあたり 1 円 50 銭、1 オーストラリアドルあたり 2 円）を減じたレートになります。 

外貨現金でのお引出し 【外貨償還となりご指定の外貨預金口座からお引出しの場合】 

外貨現金売買手数料（1 米ドルあたり 2 円、1 ユーロあたり 2 円 50 銭、1 オーストラ

リアドルあたり 9 円）がかかります。 

但し、補助通貨（硬貨）については、お引出しいただけません。 

外貨預金へのお振替え 【外貨償還となりご指定の外貨預金口座からお引出しの場合】 

同一店内に保有するご本人名義の口座間のお振替えは、手数料がかかりません。 

外貨でのご送金にご使用 【外貨償還となりご指定の外貨預金口座からお引出しの場合】 

当行所定の送金手数料のほか、外貨取扱手数料（ご送金金額の 

1/20%（最低手数料 1,500 円））がかかります。 

 上記手数料には消費税等はかかりません。 

 米ドルの外貨預金からオーストラリアドルで外国送金を行う場合などのように、ご預金の通貨と異なる外貨との取引にか

かる手数料は、上記のものとは異なります。 
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【付録 本商品の経済効果について】 

 

本商品は為替特約付の円定期預金です。 

判定日の実勢為替相場と判定レートおよび行使レートの関係によって経済効果が異なります。 

 

（ケース１：判定日の実勢為替相場が判定レートより円安の場合） 

  ・・・実勢為替相場＞判定レート 

  預入円元本は利息と共に円で償還されますので、約定利率での円資金運用となります。 

 

（ケース２：判定日の実勢為替相場が判定レートより円高で、行使レートより円安の場合） 

・・・判定レート≧実勢為替相場＞行使レート 

利息は円で償還、預入円元本は行使レートで外貨転換され、外貨で償還されますが、判定日の実勢為替相場よりも

円高水準での外貨購入（実勢為替相場比で有利な購入）となります。 

 

（ケース３：判定日の実勢為替相場が行使レートより円高の場合） 

・・・行使レート≧実勢為替相場 

利息は円で償還、預入円元本は行使レートで外貨転換され、外貨で償還されますので、判定日の実勢為替相場より

も円安水準での外貨購入（実勢為替相場比で不利な購入）となります。 

預入時
為替相場

x円

元本を満期日に
外貨で払戻し

（不利な外貨購入）
（利息は円貨で払戻し）

円安

円高

満期日

行使レート

x  - β 円

預入日

判定レート

x +  α 円

元利金を、満期日
に円貨で払戻し

判定日

元本を満期日に
外貨で払戻し

（有利な外貨購入）
（利息は円貨で払戻し）

 

 

 

 

 

（2024 年 3 月 1 日現在） 

 

 

 


